
財　政　指　標

（１）財政力指数

　町の財政力を示す指標として「財政力指数」が用いられますが、この指数は「１」に近く、また「１」

を超えるほど財政力が強いといわれます。本町の財政力指数の推移は下表のとおりです。

（注）　算式に用いる基準財政収入額、基準財政需要額は、錯誤措置額を除いた額

　　基準財政収入額 千円

　　基準財政需要額 千円

　　（財政力指数・３ヶ年平均）

・基準財政収入額　→　　その団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態において
（標準的収入の７５％）　 
　　　　　　　　　　　　　　　 徴収が見込まれる税収入を一定の方法によって算定した額

・基準財政需要額　→　　団体が合理的かつ妥当な水準における行政を行い、又は施設を維持
（人口、面積、道路の　　 
 延長、高齢者人口等）　 するための財政需要を一定の方法によって合理的に算定した額

　財政力指数の推移

　＝０．３７３
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※　算式 　＝０．３８９（単年度指数）
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区　　　分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

０．３６３ ０．３７３

（　　）は単年度指数

財政力指数
（０．３６４） （０．３６７） （０．３８９）

０．３５８



（２）経常収支比率

　町の財政構造の弾力性を示す指標として、一般的に経常収支比率が用いられています。

　　　　これは、地方税や普通交付税など毎年経常的に収入される一般財源（経常一般財源）が、経常的

な人件費、公債費などにどの程度消費されたかを表す比率で、この経常収支比率が低いほど建設

事業などの臨時的経費に充当できる一般財源が豊かで財政構造が弾力性に富んでいることを示

しています。町村にあっては、７０％程度が妥当と考えられています。

　本町の経常収支比率の推移は、下表のとおりです。

経常経費充当一般財源

（減収補てん債及び臨時財政対策債を含む）

　経常収支比率の推移　　

　平成２８年度の経常収支比率は８２．５％となり、２７年度の８２．０％から０．５％増加しております。

　これは、分子では人件費や扶助費において歳出が減少したことにより経常経費充当一般財源が減少

したものの、分母では地方消費税交付金や地方交付税の減少により経常的な一般財源が大幅に減少

したことによるものです。

3,607,801
※算式　 　＝　経常収支比率　８２．５

経常収支比率 ８７．３ ８２．０ ８２．５

経常収入一般財源等 4,180,583 + 194,976

区　　　分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度


